
（単位：千円）

　平成16年度の決算額は、歳入が56億4,400万2千円で、前年度と比較すると682万1千円（0.1％）

の減少、歳出は55億6,135万7千円で、1,027万7千円（0.2％）の増加となっています。

　また、歳入から歳出を差し引いた剰余金8,264万5千円のうち、99千円を繰越事業の財源として繰

り越し、4,100万円を財政調整基金へ積み立て、残りの4,154万6千円は平成17年度へ繰り越しまし

た。

（単位：千円、％）

町税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

町債

0.3

1,993,889

14,833

474

625

92,818

31,779

繰越明許費
繰越額

翌年度
繰越額

基金積立額

474

構成比

99 41,000 41,546

85,320 1.5

30,270 0.5

15,950

C の内訳
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各会計の決算状況
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１．一般会計の決算状況

●歳入
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　歳入総額は、前年度より約700万円（0.1％）減少の56億4,400万2千円です。地方交付税や臨時財

政対策債等の減少による財源不足を補うために、基金取崩しによる繰入金が増加しています。

　各区分における増減の主な要因は次のとおりです。（増減額の大きいもの）

○地方債（△274,100） → 臨時財政対策債（△103,100）、一般公共事業債（△76,300）

義務教育施設整備事業債（△62,400）、一般廃棄物処理事業

債（△47,100）など

○繰入金（231,372） → 地域づくり事業基金繰入金（124,583）、財政調整基金繰入金

（111,684）など

○県支出金（202,337） → 漁業経営構造改善事業費補助金（315,300）、広域漁港整備事

業費補助金（△66,500）、新世紀さが園芸農業確立対策事業

費補助金（△41,805）など

○地方交付税（△86,850） → 普通交付税（△68,369）、特別交付税（△18,481）

○諸収入（△54,274） → 建物災害共済（△51,905）など

○繰越金（△44,942） → 繰越明許費（△53,110）など
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（単位：千円、％）
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　歳出総額は、前年度より約1,000万円（0.2％）増加の55億6,135万7千円です。年々増加傾向にあ

る公債費は財政運営を圧迫しているため、長期的な公債費の抑制を図っていかなければなりません。

　各区分における増減の主な要因は次のとおりです。（増減額の大きいもの）

○総務費（201,251） → ケーブルテレビ施設整備事業費（95,982）、伊福埋立地整備
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○消防費（△143,492） → 防災行政無線通信設備整備事業費（△130,200）など

○衛生費（△127,318） → リサイクルセンター建設事業費（△72,921）、町立太良病院

事業会計出資金（△44,567）など

○教育費（△66,791） → 小学校大規模改造事業費（△85,387）など

○農林水産業費（55,847） → 漁業経営構造改善事業費（368,148）、広域漁港整備事業費

（△133,349）、山林取得事業費（△98,000）、園芸農業確立

対策事業費補助金（△33,188）など

○公債費（53,810） → 義務教育施設整備事業債償還（18,415）、一般公共事業債

償還（17,996）など

○民生費（52,421） → 保育所運営委託料（20,892）、障害者施設訓練等支援費

（20,209）、児童手当（18,155）など

　各区分における主な事業は次のとおりです。（単位：千円）

◇総務費 ・ ケーブルテレビ施設整備事業費（95,982）

・ 伊福埋立地整備事業費（94,141）

◇民生費 ・ 保育所運営委託料（255,282）

・ 障害者施設訓練等支援費（144,923）

・ 児童手当（63,715）

・ 老人ホーム入所措置費（45,687）

◇衛生費 ・ 町立太良病院事業会計出資金（112,908）

・ 老人保健事業費（53,699）

・ ごみ収集運搬処分業務委託料（49,923）

◇農林水産業費 ・ 漁業経営構造改善事業費（368,148）

・ 中山間地域等直接支払交付金（108,816）

・ 県営広域農道整備事業費負担金（185,778）

・ 広域漁港整備事業費（139,491）

◇商工費 ・ 納涼夏まつり補助金（3,600）

◇土木費 ・ 道路新設改良事業費（102,375）

・ 町道大野線道路改良事業費［辺地対策事業］（41,899）

・ 町営住宅建設事業費（23,705）

◇消防費 ・ 消防格納庫･詰所改造費補助金（1,651）

◇教育費 ・ Ｂ＆Ｇ体育館屋根改修事業費（34,020）

・ 社会体育館屋根改修事業費（25,700）
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（単位：千円）
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（単位：千円、％）
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国民健康保険
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　老人保健特別会計では、老人医療対象年齢が引き上げられたことにより対象者が減ったため、歳

入、歳出ともに前年度より約1億円減少しています。

　また、山林特別会計では、山林取得事業（繰越事業）の減少により、歳入、歳出ともに前年度よ

り約8,000万円減少しています。

（単位：千円）

※資本的収支の不足分は、それぞれの事業

　会計の内部留保資金によって補てんされ

　ています。

（単位：千円、％）

　町立太良病院事業会計では、病院建設整備事業費の増加により、資本的収入、支出ともに約1億

3,000万円増加しています。

C の内訳

２．特別会計の決算状況

３．企業会計の決算状況
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　全会計における、基金（積立基金及び定額運用基金）と地方債の現在高の推移です。

　基金現在高は、財源不足を補うための取崩しが増えているため、５年間で13億円以上減少してい

ます。逆に地方債現在高は、投資的事業等の財源として毎年借り入れをしているため、５年間で約

15億円増加しています。

４．基金及び地方債現在高の状況（全会計）
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